
１ 京都議定書の誕生

①京都議定書誕生に至る経緯

温室効果ガスの排出増加に伴う地球温暖化が進行し、干ばつや洪水等の異常気象の増加、食

料生産性の低下、生態系の破壊等、地球環境への影響が深刻化しつつあった1992（平成４）年

５月、国連気候変動枠組条約が採択され、同年６月にブラジルのリオデジャネイロで開催された

国連環境開発会議（地球サミット）で155ヶ国が同条約に署名し、1994（平成６）年に発効しま

した。この条約は、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを目的として、その達成

のために各国が果たすべき義務等を定めており、締約国は、毎年、締約国会議（Conference of

Parties：ＣＯＰ）を開催し、地球温暖化対策を進めるための国際的なルールについて話し合

ってきました。

1997（平成９）年12月には、京都でＣＯＰ３が開催され、先進国の温室効果ガス排出量に関

する法的拘束力のある数値目標を盛り込んだ京都議定書が、12月11日に採択されました。

ＣＯＰ３では、会場での活発な議論にとどまらず、

会場周辺等においてＮＧＯ・ＮＰＯ等による様

々な集会やパフォーマンスが繰り広げられ、府

民の地球環境保全に向けた意識が大いに高まり

ました。こうしたことから、ＣＯＰ３は、開催

地・京都府にとっても大きな意味や影響を持つ

ものとなりました。

その後、京都議定書は各国の対立等の困難を

乗り越え、７年余りをかけて、2005（平成17）

年２月に発効しました。

②京都議定書の意義

京都議定書の意義は、温室効果ガスの排出削減をス

ローガンで終わらせず、数値目標と遵守の仕組みを設

けたところにあります。例えば、温室効果ガス排出量

について、法的拘束力のある数値目標を先進国に求め

るとともに、排出量取引等の国際的に協調して目標を

達成するための仕組み、京都メカニズム＊を導入する

など、地球温暖化防止に向けて世界が歩み出す出発点

となりました。

京都議定書が議論された当時は、温室効果ガス削減

に関する先進国と途上国の主張の隔たりは大きく、温

室効果ガスの排出削減は先進国だけの約束となりまし

た。しかし、排出削減目標について交渉し、それを達

成することを通じて、温室効果ガスを削減しなければ

ならないという国際社会の意識が高まり、今や地球温

暖化対策は大きな国際潮流となっています。

わが国においては、京都議定書第一約束期間（2008

～2012年度）において、温室効果ガス排出量を1990（平成２）年度比で６％削減する目標が設定

されましたが、2005（平成17）年４月に閣議決定された「京都議定書目標達成計画」における総

合的な施策展開や保有するクレジット・排出枠の償却により、温室効果ガス排出量の8.4％を削
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減し、目標は達成されました。

先進国全体では、温室効果ガス排出量の5.2％削減を目標に取組が進められましたが、その３

倍以上の削減を達成しました。さらに、21ヶ国ではＣＯ２排出量を削減しながら経済成長を果た

すという、ＣＯ２とＧＤＰのデカップリング（切り離し）も達成されました。

この20年間で再生可能エネルギーのコストは急減し、その経済性は飛躍的に高まってきまし

た。その結果、化石燃料から再生可能エネルギーへの転換の流れが実現可能性のある道筋とし

て受け止められるまでになり、京都議定書の基本的な枠組みを引き継ぐパリ協定へとつながり

ました。


